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１．税制改正内容 

ここでは、令和６年１１月６日現在で判明している主な税制改正内容を記載しています。 
 

※年末調整処理をおこなう際には、マニュアル・ヘルプとあわせて国税庁より発行しています、
「年末調整のしかた」「源泉徴収のあらまし」等をご確認ください。 

国税庁ホームページ： 
・令和６年分 年末調整のしかた 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2024/01.htm 

・令和６年分 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引 
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/tebiki2024/index.htm 

・令和６年４月 源泉所得税の改正のあらまし 
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/0024004-044.pdf 

・令和６年版 源泉徴収のあらまし 
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/aramashi2023/index.htm 

 

（１）定額減税の年調減税事務 

令和６年分の所得税については、定額による所得税額の特別控除いわゆる「定額減税」がおこなわ

れています。所得税の定額減税は、給与所得者の場合、毎月の給与で処理する「月次減税事務」と、

年末調整時に処理する「年調減税事務」があります。 

そのため、令和６年分の年末調整では、年末調整時点の情報を元に、定額減税額を再計算し、従来

通り算出した年税額から控除額を計算する「年調減税事務」が必要となります。 

【年調減税事務の手順】 

 

 

 

（参考） 

国税庁ホームページ：令和６年分年末調整についてのお知らせ 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/pdf/02.pdf 

 

※月次減税事務 

本人、同一生計配偶者または扶養親族（いずれも居住者に限る）の控除額の合計額まで減税され

ます。ただし、合計額が所得税額を超える場合には、所得税額が限度となります。 

・本人：３万円 

・同一生計配偶者または扶養親族：１人につき３万円 

（参考） 

・国税庁ホームページ：定額減税 特設サイト 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/teigakugenzei/index.htm 

・財務省ホームページ：パンフレット「令和６年度税制改正」 

https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2024/index.htm 

 

ｅ-ＰＡＰ年末調整【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】 

対応内容 
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（２）簡易な扶養控除等申告書 

令和７年１月１日以後に支払を受けるべき給与等について提出する「給与所得者の扶養控除等（異

動）申告書」について、前年にその勤務先へ提出した扶養控除等申告書等に記載した事項から異動

がない場合には、その記載すべき事項の記載に代えて、その異動がない旨を記載することで「簡易

な申告書」として提出できるようになりました。 

（参考） 

・国税庁ホームページ：簡易な扶養控除等申告書に関するＦＡＱ 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0024005-130_01.pdf 

・国税庁ホームページ：扶養控除等申告書の提出について 

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0024005-130_02.pdf 

 

（３）令和６年分の年末調整控除申告書作成用ソフトウェア 

国税庁は、『令和６年分の年末調整控除申告書作成用ソフトウェア』を公開しました。 

 

 

 

※年調ソフトは、毎年の税制改正を受けて改修を実施する予定のため、年末調整をおこなう年分ご

とにダウンロードする必要があります。異なる年分の年調ソフトを使用した場合、控除額、年税

額等が正しく計算されないおそれがありますので、年調ソフトを利用する際には、他の年分を利

用しないよう注意してください。 

 

 

国税庁ホームページ：年末調整手続の電子化に向けた取組について 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm 
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２．様式変更 

以下の帳表に変更がありました。 

変更帳表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帳表名 変更内容 

令和７年分 給与所得者の

扶養控除等（異動）申告書 

帳表右上に「前年の申告内容からの異動」欄が追加されました。 

帳表右上の「二次元コード」が令和６年分の記載例から、令和７年分の記

載例に変更されました。 

記載要領の説明の変更に伴い、「障害者又は勤労学生の内容」欄の説明が

変更されました。 

令和６年分 給与所得者の

基礎控除申告書 兼 給与所

得者の配偶者控除等申告書 

兼 年末調整に係る定額減税

のための申告書 兼 所得金

額調整控除申告書 

帳表名が「給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申

告書 兼 所得金額調整控除申告書」から、「給与所得者の基礎控除申告書 

兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のため

の申告書 兼 所得金額調整控除申告書」に変更されました。 

帳表右上の「二次元コード」が令和５年分の記載例から、令和６年分の記

載例に変更されました。 

『～記載に当たってのご注意～』の説明が変更されました。 

『◆給与所得者の基礎控除申告書◆』 

・「○控除額の計算 判定」に「1,000 万円超 1,805 万円以下（Ｄ）」が追

加され、「1,000 万円超 2,400 万円以下」が、「1,805 万円超 2,400 万円

以下」に変更されました。 

また、（Ａ）～（Ｄ）の控除額欄に“定額減税対象”が追加されました。 

・「本人定額減税対象」欄が追加されました。 

・「区分Ｉ」欄の説明、注意書きが移動・変更されました。 

『◆給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のた

めの申告書（同一生計配偶者に係る申告）◆』 

・『◆給与所得者の配偶者控除等申告書◆』が、『◆給与所得者の配偶者控

除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書（同一生計配偶

者に係る申告）◆』に変更されました。 

これに伴い、記載要領の説明が追加されました。 

・「○配偶者の本年中の合計所得金額の見積額の計算 判定」に「定額減税

対象」が追加されました。 

・「配偶者定額減税対象」欄が追加されました。 

・注意書きが移動・変更されました。 

令和６年分 給与所得者の

保険料控除申告書 

帳表右上の「二次元コード」が令和５年分の記載例から、令和６年分の記

載例に変更されました。 

『生命保険料控除』欄の「保険金等の受取人」から「あなたとの続柄」欄

が削除され、「保険金等の受取人の氏名」に変更されました。 

『地震保険料控除』欄のうち、「保険等の対象となった家屋等に居住又は

家財を利用している者等の氏名」から「あなたとの続柄」欄が削除されま

した。 

『社会保険料控除』欄の「保険料を負担することになっている人」から「あ

なたとの続柄」欄が削除され、「保険料を負担することになっている人の

氏名」に変更されました。 

令和６年分 源泉徴収簿 『年末調整』欄の「年調年税額」の計算式が変更され、帳表下の欄外に「※

年調減税額の控除等の計算をおこなう必要があります。」欄が追加されま

した。 

給与支払報告書（総括表） 帳表の右上の説明が「※総括表はＡ５サイズで１枚、個人別明細書はＡ５

サイズで１人につき１枚を提出してください。」に変更されました。 

給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表 

控用から『税務署受付印』が削除されました。 
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３．税制改正・様式変更に伴う当システムでの対応 

税制改正・様式変更に伴い、変更になった処理について説明します。 

処理年が令和６年の場合、『定額減税』の改正に対応した処理がおこなえるようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 年末調整システムメニュー ● 

前のバージョンからの変換処理メッセージ（Ｐ．２３ 参照）の後、【年末調整システムメ

ニュー】が表示される前に、メッセージが表示される場合があります。（Ｐ．２０ 参照） 
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（１）所得税の定額減税に対応 

『定額減税』の改正に伴い、変更になった処理について説明します。 

①『21．社員データ入力』 

改正に伴い、入力画面を変更しました。主な変更点を説明します。 

【本人・扶養情報】 

➊「同一生計配偶者」を追加しました。 

（【基礎控除・配偶者（特別）控除に関する内訳】の「同一生計配偶者」を、【本人・扶養情

報】へ移動しました。また、選択項目を“所得自動判断”“対象外”に変更しました。 

あわせて、「配偶者（特別）控除」欄の選択項目も“所得自動判断”に変更しました。） 

➋「配偶者控除」「配偶者特別控除」を、「（特別）控除対象」に変更しました。 

配偶者控除対象等の判定結果、控除額が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

➌処理年が令和６年の場合、「年調減税額」が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➊追加しました。 
自動判断の結果は、「（特別）
控除対象」で確認できます。 

 判定結果 控除額 

配偶者控除対象の場合 （控） 「年齢」「障害者」「配偶者の合計所得

金額」「本人の合計所得金額」を基に、

金額が自動計算されて表示されます。 配偶者特別控除対象の場合 （特） 

配偶者（特別）控除対象外の場合 （外） 0 

配偶者控除対象外で、同一生計配偶者の場合 （同） 0 

 

➋変更しました。 

➌処理年が令和６年の場合に表示されます。 
【給与データ】等で、６月以降の給与等の支給額を入力している場合、
同一生計配偶者の有無や扶養親族の人数により、年調減税額が表示され
ます。 

※６月以降の支給額を入力していない
場合は、「ｉマーク」が表示され、マ
ウスポインタをあわせると、コメン
トが表示されます。 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】より前のバージョンから変換処理をおこなった場合 

「同一生計配偶者」 

前のバージョンで、【基礎控除・配偶者（特別）控除に関する内訳】の「同一生計配偶者」が

“該当する”“該当しない”のどちらの場合も、“所得自動判断”が選択されます。 
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【基礎控除・配偶者（特別）控除に関する内訳】 

様式変更（Ｐ．３ 参照）にあわせ、「区分Ⅰ」に“Ｄ：１０００万円超１８０５万円以下”を追

加しました。 

これに伴い、“１０００万円超２４００万円以下”を、“１８０５万円超２４００万円以下”に

変更しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与データ】 

処理年が令和６年の場合、「月次減税額」欄、「減税後税額」欄が表示されます。 

それに伴い、「社保控除後額」欄、「算出税額」欄は表示されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『22．給与データ月別入力』『給与データ月別入力リスト』（［Ｆ９：プレビュー］から出力）

も同様に、変更しています。（Ｐ．９ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

追加しました。 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】より前のバージョンから変換処理をおこなった場合 

前のバージョンの「算出税額」で入力していた

金額が、「減税後税額」に表示されます。 

Ｐｏｉｎｔ 
【給与データ】では、「月次減税額」欄と「減税後税額」欄を入力します。 

『源泉徴収簿』の出力時には、『令和６年分 年末調整のしかた』の「源泉徴収簿及び年調

計算表への記入例」にあわせて、「算出税額」欄には、「月次減税額」＋「減税後税額」が出

力されます。（Ｐ．１１ 参照） 
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➊ 給与データ入力（明細入力：各月１回） 

６月以降「月次減税額」が入力できます。前職分も入力できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➋ 給与データ入力（明細入力・各月２回） 

６月以降「月次減税額」が入力できます。前職分も入力できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➌ 給与データ入力（合計入力） 

「前職分・月次減税額」「給料合計・月次減税額」「賞与合計・月次減税額」が入力できます。 

 

 

 

 

 

 

「月次減税額」 
年末調整の過不足額を調整する年が“本年”の
場合、調整する月（回）は入力できません。 
（入力欄が紫で空欄になります。） 

『21．社員データ入力』【基本情報】 
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【年末調整情報】 

処理年が令和６年の場合、画面右下に「年調減税額 ○24 -2」「年調減税後所得税額 ○24 -3」「控

除外額 ○24 -4」が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【帳表補助入力】 

『給与所得の源泉徴収票（支払報告書）』欄の「摘要」には、「源泉徴収時所得税減税控除済額」

「控除外額」「非控除対象配偶者減税有」の内容は表示されませんが、入力は不要です。 

［Ｆ９：プレビュー］など、『給与所得の源泉徴収票』『給与支払報告書』を出力（プレビュー）

すると、出力されます。（Ｐ．１０ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示されます。 

【プレビュー表示：給与所得の源泉徴収票】 
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②『22．給与データ月別入力』 

処理年が令和６年の場合、「月次減税額」欄、「減税後税額」欄が表示されます。 

「算出税額」欄は表示されません。 

６月以降「月次減税額」が入力できます。前職分も入力できます。 

➊ 給料（『01．会社基本情報登録・訂正』の「各月非課税額入力」が“しない”の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プレビュー表示（給与データ月別入力リスト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➋ 賞与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「各月非課税額入力」が“あり”の場合は、
「社保控除後の金額」が表示されません。 
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③『給与所得の源泉徴収票』『給与支払報告書』の「摘要」欄の記載変更 

処理年が令和６年の場合、『給与所得の源泉徴収票』『給与支払報告書』の「摘要」欄の先頭に、

“源泉徴収時所得税減税控除済額”“控除外額”“非控除対象配偶者減税有”が出力されます。 

・源泉徴収時所得税減税控除済額 XXX,XXX 円 

実際に控除した年調減税額が出力されます。 

・控除外額 XXX,XXX 円 

年調減税額のうち、年調所得税額から控除しきれなかった金額が出力されます。 

控除しきれなかった金額がない場合は、“控除外額 ０円”と出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・非控除対象配偶者減税有 

本人の合計所得金額が１０００万超で、同一生計配偶者に該当する場合に出力されます。 

 

※『社員台帳』でも確認できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④『55．基礎／配偶者／所得調整 控除申告書出力』 

『◆給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書（同一生計配

偶者に係る申告）◆』欄に、配偶者（配偶者特別）控除を適用する配偶者だけでなく、同一生計

配偶者も出力されます。（令和６年分の用紙では「同一生計配偶者」も記載が必要です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 同一生計配偶者 ● 
該当する場合は、【本人・扶養情報】「(特別)控除対象」に“(同)”と表示されています。 

「(源泉)控除対象配偶者の有無等」欄の
「無」に“減”が出力されます。 
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⑤『53．（一人別）源泉徴収簿出力』『58．社員台帳出力』等 

➊ 処理年が令和６年の場合、各月の給与・各回の賞与ごとの控除前税額（減税前税額）、月次減

税額、減税後税額が出力されるようになりました。 

➋ 処理年が令和６年の場合、「年調減税額 ○24 -2」「年調減税後所得税額 ○24 -3」「控除外額 ○24
-4」が出力されるようになりました。 

＜出力サンプル：源泉徴収簿＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➋帳表下の欄外に出力されます。 
 
 
 

➊「作成区分」が“個人別”の場合に出力されます。 
・「算出税額」 

控除前税額（「月次減税額」＋「減税後税額」）が出力されます。 
・「年末調整による過不足税額」 

「前職分」欄の上段に“▲:月次減税額”と出力されます。 
各月の給与・各回の賞与には、先頭に▲をつけて、月次減税額が出力されます。 

・「差引徴収税額」 
減税後税額が出力されます。 
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⑥『11．給与からのデータ引用』、『ｅ-ＰＡＰ給与計算』と自動連動をおこなっている場合 

➊『ｅ-ＰＡＰ給与計算』の「同一生計」が“対象”の場合、『ｅ-ＰＡＰ給与計算』から引用を

おこなうと、『21．社員データ入力』【本人・扶養情報】の「同一生計配偶者」は“所得自動

判断”が選択されます。 

➋『ｅ-ＰＡＰ給与計算』から、「月次減税額」が引用されるようになりました。 

『ｅ-ＰＡＰ給与計算』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『ｅ-ＰＡＰ年末調整』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『ｅ-ＰＡＰ年末調整

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】』

より前のバージョンで、

６月以降の給与データ

を引用している場合 

「月次減税額」が表示さ

れません。 

再度、『ｅ-ＰＡＰ給与計

算』からのデータ引用を

おこなってください。 
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⑦『12．給与への過不足額戻し』 

「過不足額を戻す年」や「調整する項目」の設

定により、次のように『ｅ-ＰＡＰ給与計算』

へ戻します。 

 

 

➊「過不足額を戻す年は？」が“本年”、「調整する項目は？」が“所得税欄”の場合 

（戻し前） 

 

 

 

 

（戻し後） 

 

 

 

 

「所得税」………過不足額が、加算または転記されます。（入力欄が緑色になります。） 

「月次減税額」…“０”になります。 

「月次減税残」…月次減税額を加算した金額が表示されます。 

 

➋「過不足額を戻す年は？」が“本年”、「調整する項目は？」が“年末調整欄”の場合 

（戻し前） 

 

 

 

 

 

 

（戻し後） 

 

 

 

 

 

 

「所得税」………金額は変更されません。 

戻し前に「月次減税額」が表示されている場合は、入力欄が緑色になります。 

「月次減税額」…“０”になります。 

「月次減税残」…月次減税額を加算した金額が表示されます。 

「年末調整欄」…過不足額が、加算または転記されます。 
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「月次減税額」が“０”の場合は、出力した給与（賞与）明細書には、「月次減税額」「月次

減税残」は出力されません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 年末調整の結果に訂正があり、再度、過不足額を給与（賞与）明細に戻す場合 ● 

『給与（賞与）明細入力』で、『12．給与への過不足額戻し』をおこなう前の状態に訂正して

から、再度、『12．給与への過不足額戻し』をおこなってください。 

再計算処理や、「所得税」を基の金額に戻す（［Ｆ５：上書切替］で入力欄を水色に戻す）操

作をおこなうと、「月次減税額」「月次減税残」も基の金額になります。 

 

 

 

➌「過不足額を戻す年は？」が“翌年”の場合 

設定に従って、過不足額を戻します。 

 

 

 

令和７年１月の給与明細の「年末調整」に戻した場合 

 

 

 

 

 

 

※処理年が７年の場合は、「月次減税額」「月次減税残」は表示されません。 
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（２）令和６年分の様式変更に対応 

『給与所得者の保険料控除申告書』の様式変更にあわせ、入力画面等を変更しました。 

①『21．社員データ入力』 

【保険控除】 

「あなたとの続柄」を削除しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※『生命保険料控除 介護医療保険料』欄、『生命保険料控除 個人年金保険料』欄、『地震保険

料控除』欄、『社会保険料控除』欄の「あなたとの続柄」も、同様に削除しています。 

 

②『54．保険料控除申告書出力』等で出力される帳表 

様式変更にあわせ、『給与所得者の保険料控除申告書』『入力チェックリスト（扶養・保険情報）』

『年末調整準備シート』の「続柄」欄を削除した帳表が出力されます。 
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（３）『56．扶養控除等（異動）申告書出力』 

①令和７年分『給与所得者の扶養控除等（異動）申告書』が出力できるようになりました。 

②簡易な扶養控除等申告書（Ｐ．２ 参照）の記載方法で社員に記入してもらえるよう、「「前年

から異動なし」記入欄出力」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出力サンプル：「「前年から異動なし」記入欄出力」が“出力する”の場合＞ 

帳表右上に「前年の申告内容からの異動なし」欄が出力されます。 

帳表には、今まで通り、社員のデータ（「氏名」「個人番号」「あなたとの続柄」「生年月日」

「老人扶養親族」「特定扶養親族」）が出力されます。出力された内容を確認し、前年から異動

がない場合は、社員に「前年の申告内容からの異動なし」欄にチェック()を記入してもらいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「出力用紙区分」で“「令和７年分用紙」”“「令和
８年分用紙」”を選択した場合、令和７年分の様式
で『扶養控除等（異動）申告書』が出力されます。 

②追加しました。 
「出力用紙区分」が“「令和７年分用紙」”“「令和８
年分用紙」”の場合に選択できます。 

● 年初「前年の申告内容からの異動なし」欄をチェック()して提出後、 

年の途中で異動があった場合 ● 

社員に「前年の申告内容からの異動なし」欄を、取り消し線で消してもらい、異動があっ

た事項を記入してもらいます。 
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（４）出力帳表の変更 

税制改正・様式変更に伴い、各帳表や管理資料の帳表様式を変更しています。 

該当の帳表・管理資料 

『05．年末調整のお知らせ』 

『06．年末調整準備シート』 

『23．入力データチェックリスト出力』 

『32．法定調書合計表出力』……控用・事務所控用を変更しています。 

『52．個人用年末調整報告書出力』 

『53．（一人別）源泉徴収簿出力』 

『54．保険料控除申告書出力』 

『55．基礎／配偶者／所得調整 控除申告書出力』 

『56．扶養控除等（異動）申告書出力』 

『58．社員台帳出力』 

 

※『05．年末調整のお知らせ』は、『ｅ-ＰＡＰサービ

スパック（令和６年１０月版）』で、『令和６年分 年

末調整のお知らせ』が作成できるよう提供しており

ます。 

 

『ｅ-ＰＡＰサービスパック（令和６年１０月版）』

で提供した内容から、変更ありません。 

 

令和７年１０月にリリース予定の『ｅ-ＰＡＰサー

ビスパック（令和７年１０月版）』で、『令和７年

分 年末調整のお知らせ』の作成に対応予定です。 
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（５）令和６年分『14．国税庁・他社ソフトデータ出力・取込』に対応 

『令和６年分 国税庁・年調ソフト』、『オフィスステーション年末調整（令和６年）』で作成した

データが、『ｅ-ＰＡＰ年末調整』へ取り込めるようになりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取込処理の操作方法は、変更ありません。 

操作につきましては、 

ヘルプ目次「詳細説明ＰＤＦ」⇒ 

「国税庁・年調ソフト 事前準備・データ取込」 

「オフィスステーション年末調整 データ出力・取込」 

で説明しています。 

 

取込がおこなえる項目につきましては、ヘルプの 

「国税庁・年調ソフト出力データ取込一覧」 

「『オフィスステーション年末調整』出力データ取込一覧」 

で説明しています。 

国税庁ホームページ：年末調整手続の電子化に向けた取組について 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm 

『オフィスステーション年末調整』とは… 

(株)エフアンドエムが提供する、年末調整処理をスムーズにおこなえるようになるサービスです。 
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４．機能強化内容 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】での機能強化内容について説明します。 

・   の処理が変更になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】に
変更になっています。 

●主な機能強化内容● 

源泉徴収簿の見直し 

令和５年分『源泉徴収簿』の様式変更で、『扶養控除等の申告・各種控除額』欄の扶養人数

の変更履歴に変更がありました。 

令和５年分『源泉徴収簿』の様式変更にあわせ、入力画面等を変更しました。 
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源泉徴収簿の見直し 

令和５年分『源泉徴収簿』の様式変更で、『扶養控除等の申告・各種控除額』欄の扶養人数の変更履

歴に変更がありました。 

 

 

 

 

 

 

令和５年分『源泉徴収簿』の様式変更にあわせ、入力画面等を変更しました。 

①年末調整システムメニュー 

前のバージョンからの変換処理メッセージ（Ｐ．２３ 参照）の後に、次のメッセージが表示され

る場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更内容 

・『扶養控除等の申告』欄が、『扶養控除等の申告・各種控除額』欄に変更され、『各種控除額』の

記載欄が追加されました。 

・『扶養控除等の申告』欄の変更履歴の申告年月日について、各種内訳ごとで２回記載から、全体

で２回記載に変更されました。 

・『扶養控除等の申告』欄の「障害者等」の記載様式が変更されました。 
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②『21．社員データ入力』 

【扶養人数履歴登録】（【本人・扶養情報】で［ＳＦ９：扶養人数変更履歴］を選択） 

項目単位だった「変更月日」が、変更１・変更２単位の「申告月日」に変更されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更しました。 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】より前のバージョンから使用している顧問先の場合 

「変更月日」を入力している場合は、「申告月日」へ次のように移行されます。 

必要に応じて、見直してください。 

➊『変更１』欄の「変更月日」で１番早い変更月日が、『変更１』欄の「申告月日」へ移行

されます。 

➋『変更１』欄、『変更２』欄の「変更月日」で２番目に早い変更月日が、『変更２』欄の

「申告月日」へ移行されます。 

➌『変更２』欄の「変更月日」を入力している場合は、『変更１』欄の「変更月日」で１番

早い変更月日の項目の人数等が、『変更１』欄の該当項目の人数等へ移行されます。 

➊ 

➊ 

➋ 

➋ 

➌ 

➌ 
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③『53．（一人別）源泉徴収簿出力』 

令和５年分の『源泉徴収簿』の様式変更にあわせて、『扶養控除等の申告』欄の記載形式、項目

等が変更、『各種控除額』欄が追加された帳表が出力されます。 

※『障害者等』欄の本人・配偶者・扶養の記載形式は、変更していません。 

※『貼付用（Ｂ５）源泉徴収簿』の帳表様式は、変更ありません。 
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５．【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】で処理をおこなう前に… 

【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】より前のバージョンで使用していた年末調整データを【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】

で使用する場合は、変換処理が必要です。変換処理は、年末調整のデータの処理年が“令和６年分”

のデータの場合のみおこなえます。変換処理をおこなうと、支払調書のデータの処理年が“令和６

年分”のデータも、年末調整のデータと一緒に変換されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例）処理年が令和６年分の場合 

 

例）処理年が令和５年分の場合 

・【Ｖｅｒ.Ｒ０５.０】で使用できるデータです。 

● 準備 ● 処理年が“令和６年分”のデータを準備してください。 

 

 

 

・［はい］を選択してく
ださい。 
【Ｖｅｒ.Ｒ０６.０】
で使用できるデータ
に変換します。 

年末調整の処理年が令和６年分？ 

はい いいえ 

 注意  
処理年が、“令和５年分”のデータは、変換処理
がおこなえません。【Ｖｅｒ.Ｒ０５.０】で使用
していた、処理年が“令和５年分”の年末調整デ
ータは、『処理年度更新』をおこなってください。 

はい 

いいえ 

変換処理 

※［顧問先切替］を選択し、【顧問先選択】から「年
調の処理年」が“Ｒ６年分”の顧問先を選択し
た場合も、変換処理がおこなえます。 

※親子関係を設定し２つのデータの関連付けをお
こなっている場合は、親顧問先を選択して変換
処理をおこなうと、子顧問先も一緒に変換処理
がおこなえます。 

  


